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新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第10報） 

 

新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の取扱い

については、「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基

準等の臨時的な取扱いについて」（令和２年２月17日付厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部障害福祉課事務連絡）等でお示ししているところです。 

本日、「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等 

の臨時的な取扱いについて（第10報）」を送付いたしますので、管内市町村、サービ

ス事業所等に周知を図るようよろしくお願いいたします。 

なお、本事務連絡のほか、これまで臨時的な取扱いを随時お示ししておりますので、

厚生労働省ホームページをご参照いただきますようお願いいたします。 

 

【厚生労働省ホームページ】 

障害福祉サービス等事業所における新型コロナウイルス感染症への対応等について 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00097.html 

  



問 新型コロナウイルス感染症への対応として、職員に対し、臨時的に慰労金

や手当等を支給した場合、実績報告書や処遇改善計画書において、どのよう

な取扱いとなるのか。 

（答） 

○ 福祉・介護職員処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算及び福祉・介

護職員処遇改善特別加算については、加算による収入額を上回る賃金改善を行うこ

とを担保する仕組みとして、実績報告書及び処遇改善計画書の作成を求めており、

職員に支払いを行った賃金については、実績報告書及び処遇改善計画書に記載する

ことが必要である。 

 

○ 一方で、新型コロナウイルス感染症の影響がある中、国においても新型コロナウ

イルス感染症緊急包括支援交付金により、職員への慰労金の支給を進めてきたとこ

ろであるが、慰労金は賃金に該当しないものであり、実績報告書及び処遇改善計画

書における賃金にも含める必要はないこと。 

 

○ なお、事業所において、独自に新型コロナウイルス感染症への対応として、通常

の昇給等による基本給の増加や手当の支給等（以下「通常の賃金増」という。）と

は別に、臨時的・特例的に慰労金と同趣旨の賃金の支払いを行っている場合、実績

報告書及び処遇改善計画書における賃金に含まない取扱いとすることも差し支えな

いこと。 

当該取扱いを行うに当たっては、通常の賃金増とは明確に区別を行う必要がある

とともに、職員から当該取扱いに係る質問があった場合は、丁寧に説明を行うこと

が必要であること。 


